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研究成果の概要（和文）：本研究では、高製品関与型バラエティ・シーキングの存在を確認し、その要因を明らかにす
ることを目的とした。本研究の研究成果として、（1）バラエティ・シーキングと関与概念の枠組みが提示され、（2）
高製品関与型バラエティ・シーキングの存在が明らかとなり、（3）バラエティ・シーキングを探索行動（exploratory
 behavior）として再規定した上でその要因を明らかにしていくための今後の課題が示された。

研究成果の概要（英文）：This research aims to present evidence of variety seeking of high product involvem
ent and to reveal the factors behind this. As results of research, I show (1) a conceptual framework on va
riety seeking and involvement, (2) evidence on the presence of variety seeking of high product involvement
, and (3) needs for further research on the factors under the assumption that variety seeking can be regar
ded as an exploratory behavior.
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１．研究開始当初の背景 
（１）昨今の成熟化した多くの製品カテゴリ
ーでは、既存の市場に投入されたブランドは
短命で、売り場から比較的早期に排除される
傾向にある。このような状況においても、市
場の再活性化や市場における競争環境のリ
セット、消費者ニーズの多様化や個性化への
対応、チェーン化された小売業への対応等の
ため、メーカー各社は既存ブランドのライン
拡張あるいは新ブランドの導入を行わざる
を得ない状況となっている。 

 
（２）既存の製品に加え、新製品が次々と導
入されるような環境下において、消費者のバ
ラエティ・シーキング（多様性追求）の要因
を明らかにすることが重要となってきてい
る。 

 
（３）バラエティ・シーキングとは、心理学
領域の探索行動（exploratory behavior）の 1
つとして消費者行動研究へ適用された「特定
の製品カテゴリー内で多様性を追求する行
動」を指す。この行動は製品特定的な現象で
あるため、消費者の個人特性と製品特性の相
互作用によって生じることが示されてきた
（Hoyer and Ridgway 1984）。その中でも本
研究が着目した製品関与は、消費者と製品の
繋がりを意味する概念であるため非常に重
要な概念であると考えられる。 

 
（４）これまでの先行研究では、バラエテ
ィ・シーキングは低関与行動としてみなされ
てきた。その背景には、①社会心理学から関
与概念を適用した際、（製品）関与が高まれ
ば（ブランド）コミットメントが高まるとい
う見方が主流であったこと、②ブランドの継
続・反復購買を意味する行動面から捉えたブ
ランド・ロイヤルティを高関与状態とした結
果、その対比概念として、バラエティ・シー
キングをブランド・スイッチングといった形
で現れる低関与行動としてみなしてきたこ
と、以上の２つの原因があった。そのため、
これまでの先行研究では、高関与行動として
のバラエティ・シーキングを研究対象として
こなかったと考えられる。 

 
（５）本研究では、消費者の特定の製品カテ
ゴリーに対する興味関心が高い状態、つまり
高製品関与状態で生起するバラエティ・シー
キングを研究対象とし、その上で高製品関与
状態でのバラエティ・シーキングがどのよう
な要因によって生起するのかを明らかにし
ていく。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、バラエティ・シーキング
を、（１）低関与行動ではなく製品に対する
高関与行動として捉えなおすこと、（２）ブ
ランド・スイッチングのみならず情報探索を
含めた探索行動として捉えること、（３）高

製品関与型バラエティ・シーキングによるブ
ランド・スイッチングと低製品関与型バラエ
ティ・シーキングによるブランド・スイッチ
ングを識別するための尺度開発に向けた基
礎的予備調査を行うことの 3つである。 
 そして、探索行動としてのバラエティ・シ
ーキングの包括的な枠組みを提示すること
を目的としている。 
 
３．研究の方法 
 上記の目的に対して、本研究では、文献研
究、日記式購買パネルデータの取得、Web 調
査システムを用いた調査を行った。 
 
４．研究成果 
 本研究における主な成果は、大きく 3つが
挙げられる。第 1にバラエティ・シーキング
の包括的な枠組みの提示、第 2に関与概念の
類型化の枠組みの提示、加えて、第 3に、バ
ラエティ・シーキングを探索行動として再規
定した上でその要因を明らかにしていくた
めの今後の課題が示されたことである。以下、
本研究成果の一部を下記に明記する。 
 
（1）Hoyer and Ridgway（1984）の枠組みを
参考にしながら、主に、心理学における研究
ならびに、心理学から適用された消費者行動
研究において、探索行動の 1つとしてバラエ
ティ・シーキングを捉えた研究の知見を踏ま
えることで、「探索行動としてのバラエテ
ィ・シーキングの枠組み」を整理することが
できた。 
 
 
 
 
 

 
 
消費者による探索行動とは、その製品カテ
ゴリーに関わる情報や商品の獲得、あるいは
消費を通してその環境を理解する行動であ
る。この探索行動は、個人特性と製品特性の
相互作用により、バラエティ動因（変化、気
分転換、好奇心、ノベルティ、バラエティや
リスク等に対する動因の総称）が生起した結
果として行われると考えられる（cf. Hoyer 
and Ridgway 1984）。そして、バラエティ・
シーキングをはじめとする探索行動は、認知
的な行動（内的あるいは心的プロセス）であ
り、それがブランド・スイッチング、情報探
索、革新行動といった顕在的な行動として顕
在化する。 
以上のように探索行動としてバラエテ
ィ・シーキングを再規定することで、ブラン
ド・スイッチングのみならず情報探索や革新
行動といった行動もバラエティ・シーキング
と関係していることが明らかとなった。これ
は、ブランド・スイッチングが複数回なされ
たことでもってバラエティ・シーキングが行



われたとみなす先行研究に対して、新たな視
点を提示するものであると考えられる。 
 
（２）社会心理学から適用された関与概念に
関して、1970 年代ならびに 1980 年代の研究
の知見を踏まえることで、関与概念の類型化
の枠組みの整理を行うことが出来た。 
製品関与とは、対象に対して向けられた消
費者の興味・関心・覚醒の程度（状態として
の関与）であり、その程度に従って、情報の
探索や収集、情報処理が行われ認知的あるい
は行動的な反応がとられる。 
この状態としての関与に影響を与える要
因は、大きく 4 つである。1 つは、状態とし
ての関与の長期的な源泉である①製品と自
己の間の関連性や重要性（認知に基づく関
与）であり、他には、状態としての関与の状
況特定的な源泉となる、購買状況下における
②刺激・状況と③タスク特定的状況、そして、
④非購買状況下における刺激・状況とに大別
される。 

 バラエティ・シーキングを高関与行動とし
て捉え直す際、この類型化の枠組みを用いて
説明を行うことが出来る。本研究が対象とし
た高製品関与状態で生起するバラエティ・シ
ーキングは、①認知に基づく関与（製品との
間の重要性・自己関連性）、あるいは、②購
買状況下における刺激・状況、④非購買状況
下における刺激・状況が、状態としての関与
（製品に対する興味・関心・覚醒の量）を喚
起した結果、バラエティ動因が生じたために
なされる認知的な行動であり、それが、情報
探索やブランド・スイッチングといった顕在
的な行動として顕在化するものと思われる。 
 なお、状態としての関与とバラエティ動因
の関係の整理については、今後の課題となっ
た。 
 
（３）高製品関与者によるバラエティ・シー
キング 
 本研究では、チョコレート、ヨーグルト、
ポテトチップスに関して、日記式購買パネル
データの取得ならびに、質問紙調査を行った。
その結果、次のことが確認出来た。 
①異なる製品関与度（高・中・低）それぞ
れにおいて、バラエティ・シーキング傾向
（高・中・低）が異なる消費者が存在した。
先行研究では、製品関与度とバラエティ・シ

ーキング傾向の間に比例関係があることを
前提としてきたが、製品関与度とバラエテ
ィ・シーキング傾向の間の関係が必ずしも比
例関係になっているわけではないことが確
認された。この点、製品関与度が高まった場
合に、どのような要因がバラエティ・シーキ
ング傾向の程度に影響を与えるのかについ
て、今後ヨリ精緻にみていく必要がある。ま
た、ブランド・ロイヤルティとバラエティ・
シーキングは、反対あるいは両極に位置する
概念と見なされていることに対しても批判
的に検討する必要がある。 
加えて、同一被験者においても、製品カテ
ゴリーによって製品関与度ならびにバラエ
ティ・シーキング傾向が異なっており、製品
関与度あるいはバラエティ・シーキングは個
人特性なのではなく、消費者の個人特性とと
もに製品特性との相互作用を念頭に捉えて
いく必要があることも確認された。 
②製品関与度ならびにバラエティ・シーキ
ング傾向が共に高い消費者が異なるブラン
ドを購買した理由の回答では、本研究が対象
にしている高製品関与型バラエティ・シーキ
ングとみられる購買理由（バラエティ動因）
が見られ、実際の購買において高製品関与型
バラエティ・シーキングが行われていること
が確認された。なお、先行研究が想定してき
た低関与行動型バラエティ・シーキングの購
買理由も製品関与度の高い消費者の購買理
由の中に混在していることが確認された。 
この点、先行研究のように、ブランド・ス
イッチングが起きた（複数回繰り返された）
場合にバラエティ・シーキングが行われたと
みなすのではなく、ブランド・スイッチング
が行われた際の動機の部分を含めてバラエ
ティ・シーキングが行われたかどうかを判断
する必要がある。つまり、バラエティ動因を
伴わないブランド・スイッチングは、バラエ
ティ・シーキングとはみなすべきではないと
考えられる。ただし、今回の調査は日記式購
買パネルデータであるため、実際の購買の購
買時点における購買動機を抽出すべきとい
った課題も残された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（４）情報探索とバラエティ・シーキングの
関係 
 本研究では、チョコレートに関して、Web



調査システムを用いて購買を模した選択課
題を与え、選択時点における情報探索量を測
定し、合わせて行った製品関与度とバラエテ
ィ・シーキング傾向の測定結果の分析を行っ
た。今回の調査では、情報探索とバラエテ
ィ・シーキングの関係については明らかとな
らなかったが、この点、今後は調査設計を見
直した上で、（３）での課題と同様に、実際
の購買における購買時点の情報探索量を抽
出すべきといった課題も残された。 
 
（５）今後の課題 
高製品関与型バラエティ・シーキングが生
起する要因を明らかにするために、関与研究
における先行研究が見過ごしてきた製品関
与が高く、購買関与が低い消費者の行動なら
びにその動機に関わる研究の整理を行う必
要性が確認された。例えば、コレクター、熱
狂者あるいは超高関与者といった製品カテ
ゴリーに対する関わり方が異なる製品に対
して高関与な消費者に関する研究や、永続的
情報探索といった製品カテゴリーの知識を
長期にわたって収集しようとする消費者の
行動を明らかにしようとする研究である。以
上の消費者の行動は、探索行動とも少なから
ず関係しており、高関与者による多様な製品
カテゴリーとの関わり方をその動機的部分
を含めて体系的に整理していく予定である。 
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